
NSKグループでは、各部門におけるコンプライアンスリスクの低減を目的として、部門別
のコンプライアンス研修を実施しています。
営業部門では、2012年以降、競争法とカルテル事件の風化防止をテーマに研修を実施し

ています。FY2022は、独占禁止法、経費不正をテーマに開催しました。カルテル事件の事
実と教訓を伝承するためにFY2020から開始した「語り部活動」を継続して実施し、日本の
全営業部門の従業員が受講しました。
生産部門では、データ改ざん等の品質不正の防止をテーマに研修を実施しています。
FY2022は、日本の3つの生産拠点でオペレータ層を対象とした研修を実施し、全員が受講
しました。
技術部門では、技術者倫理の醸成並びにデータ改ざん等の品質不正の防止をテーマに研
修を実施しました。FY2022は国内の全技術部門の従業員が受講しました。

NSKグループは「コンプライアンス」をコアバリューの一つとして位置づけています。
NSKグループは、グローバルに展開する様々な企業活動において、各国の関係法令を守り、
企業市民の一員として高い倫理観を持って行動することを通じて、国際社会や地域社会か
ら信頼される企業として、発展し続けることを目指しています。

  各部門におけるコンプライアンスリスク低減に向けた取り組み
NSKグループでは、「贈収賄防止基準」を制定し、贈収賄行為はもとより、社会常識を逸
脱した接待･贈答を禁止しています。特に、公的機関の役職員に対する接待･贈答は、原則
禁止としています。各国･地域では、「贈収賄防止基準」をもとに、現地の贈収賄規制を踏ま
えた「贈収賄防止規定」を制定した上で、贈収賄防止に関する研修を定期的に実施してい
ます。

  贈収賄の防止

NSKグループでは、NSK企業倫理規則やコンプライアンスに反する行為またはその恐れ
のある行為を知った場合、従業員が各国･地域に設置した内部通報窓口に通報することを
社内規程で明確にし、従業員に周知しています。また、一部の国･地域では、サプライヤー
からの通報も受けつけています。
日本においては、「公益通報者保護法」を踏まえた実効性のある制度となるよう、ホット

ライン運用規定を制定し運用しています。通報窓口は社内通報窓口、社外通報窓口を設置
しており、24時間通報を受けつけています。匿名でも利用でき、各窓口に通報したことを
理由に不利益な扱いを受けないことをルールとして定めています。通報された事案に対し
て、日本では法務コンプライアンス本部が、海外では現地法務部が、必要に応じ関係部署
の協力を得ながら調査を行い、コンプライアンス違反が明らかになった場合は、速やかに
必要な是正措置や再発防止策を講じています。

また、内部通報制度のポスター掲示や、通報先を記載した名刺大サイズのカードを配布す
るなど、制度の周知に取り組んでいるほか、社内広報媒体で通報の件数や通報された事案
への対策状況を公開することで、安心して制度を利用できる風土づくりに取り組んでいます。
FY2022はグローバルで143件の通報を受けつけました。

  内部通報制度

過去のカルテル事件から学んだ教訓を再認識し、NSKグループの全従業員が「カルテル
事件を風化させない」という決意を新たにするために、また一人ひとりが企業理念を振り返
り自らの行動規範とするために、公正取引委員会の立入検査があった7月26日を「NSK企
業理念の日」として定めています。
FY2022は、日本および各国の拠点で「社長メッセージ」「企業理念の解説」「カルテル事
件の振り返り」に関する動画を視聴しました。その後、日本では、企業理念体系に則った行
動に向けて、一人ひとりが想いを伝えること、傾聴することの重要性についてアニメーショ
ン形式で紹介しました。また、NSK企業理念の日をきっかけに自身の想いを共有する取り組
みとして、「気になっていること」「変えたいこと」
をテーマに各職場でグループディスカッションを
実施しました。
海外では、拠点の責任者のメッセージを視聴し

た後で、外部講師による講演、コンプライアンス
に関するディスカッションなど、それぞれの拠点
で独自の取り組みを実施しました。

  NSK企業理念の日

より詳しい情報は、こちらをご覧ください。 ▶ 

「NSK企業理念の日」のアニメーション
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■平時の体制 ■危機発生時の体制

より詳しい情報は、
こちらをご覧ください。 ▶ 

CEO直轄組織として、事業継続マネジメントへの取り組みを統括する「危機管理委員会」
を常設し、自然災害、感染症流行、重大事故･事件などのリスク顕在化を想定し、平時から
の事前準備と有事の対応を指揮統制する体制を整備しています。また、海外各地域にも事
業継続マネジメントを統括する組織を設置し、リスク顕在化時には危機管理委員会がこれ
らの組織と連携して対処します。

NSKでは、事業継続マネジメント体制について、内閣府 事業継続ガイドラインをベースと
した点検シートを準備し、国内外の全地域の本部機能の自主点検と課題の洗い出しを定期
的に実施しています。また、危機管理･BCPについても、自社で作成したガイドラインに基づ
き、各事業所の対策状況の現状評価を実施し、課題を明確にすることで、有事に際して迅速
に対応できるようにしています。

NSKでは「人命の安全確保を最優先する」「社会と協調して災害対応を行う」「重要業務
は停止させない、万一、停止した場合でも、速やかに再開させる」という基本方針を掲げてい
ます。生産再開までの期間を短縮するために、災害発生時の被害を最小化する減災対策と
復旧期間を短縮する対策を徹底するとともに、顧客への製品供給責任を果たすために、生
産再開に必要な期間以上の在庫を確保するなどの事業継続計画（BCP）を策定しています。

  NSKグループの事業継続マネジメント体制

  事業継続マネジメント体制および危機管理・BCPの自己点検を実施

有事における初動対応を強化するために、訓練を従来の本社主導型から、拠点が自主的
に実施できるように、FY2022に福島工場をモデルケースとしたマニュアルを整備しました。
FY2023に国内全拠点で自主訓練を実施する予定です。
事業継続については、ヒト･設備･インフラなどのリソース別に被害を想定し、各部門にお

いて対策実施計画を策定することが重要だと考えます。FY2023は主要拠点でワークショッ
プを実施し、事業継続力のレベルアップを図っていきます。

  訓練・ワークショップによる初動および事業継続の対応強化
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https://www.nsk.com/jp/csr/disasterRiskmanagement/index.html



